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ざまであり、つどいでの調査だけでは妊産婦の理解は不十分であると考えている。ただ、参加する
母たちは乳児の養育に、新たにゆるくつながることのできる共同性を求めていた。個々の価値観を
尊重しながらも、人の中で子どもを養育できる機会を大切に考えていきたい。筆者は今年度より京
都府南部の母子健康包括支援センターに関するモデル事業に参画することになった。ここでは地域
の保健師（府および市町村）、助産師、保育士、保育ボランティア等が集まり協議を重ね、設置自
治体の母子包括支援事業は立ち上がった段階にあり、多様な次元でのコミュニティの創造の可能性
を感じている。筆者の力不足から、実践と研究の隙間を埋めながら論文を作成していくことに課題
はあるが、人がつながり共同性を見出すことにより新たな実践コミュニティの場は開かれるのでは
ないかと考える。これまでとは異なる妊娠、出産、育児期の新たな視野を開く試みに、引き続き取
り組んでいきたい。
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